
主 文 

１ 被告は、原告Ｘ１に対し、３３万円及びこれに対する平成３０年９月３日から支

払済まで年５パーセントの割合による金員を支払え。 

２ 原告Ｘ１のその余の請求並びに原告Ｘ２及び原告Ｘ３の請求をいずれも棄却す

る。 5 

３ 訴訟費用のうち、原告Ｘ１に生じた費用の１／１００を被告の負担とし、その余

は、原告らの負担とする。 

４ この判決は、第１項に限り、仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由  

第１ 請求 10 

１ 被告は、原告Ｘ１に対し、６１４０万６４９２円及びうち５５８２万４０８４円

に対する平成３０年９月３日から、その他の原告らに対し、それぞれ２２０万円及

びうち２００万円に対する同日から、各支払済まで年５パーセントの割合による

金員を支払え。 

２ 仮執行宣言 15 

第２ 事案の概要 

１ 事案の骨子 

本件は、被告が設置した鹿児島市立Ｇ中学校（以下「Ｇ中学校」という。）に通

っていた本件生徒の母及び兄である原告らが、被告の公務員である教員の不適切

な指導により本件生徒が自死した（以下「本件事件」という。）と主張して、国家20 

賠償法１条１項に基づき、被告に対して、本件生徒の慰謝料及び逸失利益、原告ら

の固有の慰謝料及び弁護士費用相当額の損害賠償を求める事案である。 

２ 前提事実 

以下の事実は、当事者間に争いがないか、掲記各証拠及び弁論の全趣旨から容易

に認定できる。 25 

⑴ 当事者等 



ア 本件生徒は、平成３０年当時、Ｇ中学校３年５組に在籍していたが、同年９

月３日（以下では、平成３０年については、年表記を省略する。）に自死した

者である。 

イ 原告Ｘ１は、本件生徒の母であり、本件生徒の唯一の相続人である。 

原告Ｘ２及び原告Ｘ３は、いずれも本件生徒の兄である（甲１の１、１の２）。 5 

ウ 被告は、Ｇ中学校の設置者である。 

Ｙ教諭は、平成３０年当時、本件生徒が在籍していたＧ中学校３年５組の担

任教員であり、鹿児島市の公権力の行使に当たる公務員である。 

Ｙ校長（以下では、単に「校長」という。）は、本件事件当時のＧ中学校の

校長である。 10 

エ 生徒Ａ、生徒Ｂ、生徒Ｃ、生徒Ｄは、本件生徒の同級生である。 

保護者Ａは、生徒Ｄの母親であり、本件事件当時のＰＴＡ会長である。 

⑵ 本件事件発生 

ア 本件事件が起きた９月３日は、夏休み明けの始業式であった。 

同日、本件生徒のクラスでは、夏休みの宿題（（粋 にみて宿題と言い得るか15 

は疑問があるものもあるが、以下では特に断りがない限り、「宿題」という。）

を８つ提出することとなっていたが、本件生徒は、そのうちの２つしか提出し

なかった。 

イ Ｙ教諭は、帰りの会の際及び帰りの会の後、夏休みの宿題を提出できなかっ

た本件生徒及び生徒Ａを含む６人に前に出て来させて指導を行った（以下、こ20 

の指導を「本件集団指導」という。）。 

さらに、Ｙ教諭は、本件生徒及び生徒Ａについては職員室に呼び出し、１人

ずつ個別に指導を行った（以下、この指導を「本件個別指導」というほか、本

件集団指導と併せて「本件指導」という。）。 

ウ 原告Ｘ１は、同日午後６時頃に自宅に帰宅し、ドアの取っ手にロープをかけ、25 

ドアに寄り掛かる形で首を吊り、自死している本件生徒を発見した。 



⑶ 基本調査と調査委員会による調査 

Ｇ中学校は、教職員と一部生徒から聞き取りを行い、９月２９日に遺族に対し

本件事件にかかる基本調査結果を説明し、１０月１日付けで鹿児島市教育委員

長に報告した。 

これに対し、遺族は、基本調査結果は本件を解明するに至ってないとして、第5 

三者による調査委員による詳細調査を要望した。平成３１年１月２８日、鹿児島

市児童生徒の死亡事故に関する調査委員会（以下「調査委員会」という。）が組

織され、令和３年６月３０日、同調査委員会報告書（甲２。以下「本件調査報告

書」という。）が公表された。 

３ 争点 10 

⑴ 本件指導の違法性（争点１） 

⑵ 本件指導と本件生徒の自死との間の相当因果関係ないし予見可能性（争点２） 

⑶ 校長の安全配慮義務違反（争点３） 

⑷ 校長の予見可能性（争点４） 

⑸ 損害額（争点５） 15 

⑹ 素因減額（争点６） 

４ 争点に対する当事者の主張 

⑴ 争点１（本件指導の違法性）について 

ア 原告ら 

(ｱ) 本件生徒は、夏休みの宿題のうち、６つを提出しなかったが、このうち数20 

学のプリント集は紛失していて提出できなかった。そして、本件事件当日

は、数学の担任が欠勤していたため、ブリント集を再度もらって提出する

ことも不可能であった。 

また、残りの５つは、学力に関係するものではなく、宿題ではなく提出

物というべきものであったり、すぐにでも提出できる状況にあるものであ25 

った。以上からすると、本件生徒が宿題を忘れたことを問題視する必要は



ないし、数学のプリント集の提出を強いることは不可能を強いることであ

った。 

(ｲ) Ｙ教諭は、本件個別指導において、異常な怒鳴り声をあげ、宿題を提出し

なかったことを一方的に責め立てた上、本件生徒が進学先として希望してい

たＨ高校Ｉ学科（以下「Ｈ高校」という。）のことを持ち出し、進路に対す5 

る不安を煽った。さらにＹ教諭は、本件生徒から、宿題のうち、数学のプリ

ント集を紛失したと相談を受けたにもかかわらず、「どうしたらいいの、そ

こはもう考えなさいね」などと本件生徒を突き放し、当日中に宿題全部を提

出することが困難であることを認識できたにもかかわらず、宿題を当日中に

提出するよう無理を強いた。 10 

(ｳ) 本件個別指導は、懲戒として行われたところ、その必要性を欠き、学校教

育法１１条本文に違反する。また、生徒指導提要は、児童生徒の人格を尊

重することや、殊更に児童生徒の面前で叱責することは望ましくないこと、

生徒との信頼を築く必要があることなどを定めているところ、これらに違

反する。 15 

そして、上記のような本件個別指導の内容に加え、本件指導が必要性を

欠くものであったこと、生徒の自死の可能性が高まる夏休み明けにされた

こと、不可能を強いるものであったこと等も踏まえれば、本件指導は、違

法である。 

イ 被告 20 

(ｱ) 本件指導の内容は、宿題を期限内に提出しなかった生徒に対する指導と

して、一般に想定され得る内容を超えるものではない。本件個別指導は、

１０分程度の短時間であり、Ｙ教諭が大声を出した回数は最大でも３回程

度にすぎない。進路の点についても、語り掛けるような口調で進路の悩み

を聞き出そうとしたものであり、不安を煽ることを目的としたものではな25 

い。Ｙ教諭は、宿題を終わらせるためにどのようにすればよいかの相談が



あった場合は、相談に応じることを示唆しており、無理を強いたり、突き

放したりはしていない。 

(ｲ) 本件指導が懲戒にあたり、生徒指導提要に沿わない部分があったとして

も、教育的見地から本件指導が適切であったか否かを論じるにあたり考慮

されるにとどまる。本件指導が教育的見地から見て適切さを欠く部分があ5 

ったことは否定しないが、本件指導は、一般的に生徒が自死するほどのス

トレスを与えるものとは考えられず、本件指導に本件生徒の衝動的行動を

誘発しかねない具体的な危険性があったとはいえない。 

  ⑵ 争点２（本件指導と本件生徒の自死との間の相当因果関係ないし予見可能性）

について 10 

ア 原告ら 

(ｱ) 本件生徒には、家族関係の悩みや友人関係のトラブル、卒業進路に関する

悩み等はなく、本件生徒が自死を選んだ理由として、本件指導以外の事情

が寄与していないことは明らかである。 

本件における相当因果関係の認定においては、労働災害における業務起15 

因性の認定方法（具体的には、令和５年９月１日に厚生労働省が発した通

達により改正された心理的負荷による精神障害の認定基準。以下では、単

に「認定基準」という。）を参考とすべきである。認定基準によれば、達成

困難なノルマが達成できず重いペナルティを課された場合は、心理的負荷

が「強」に該当し、それによって精神障害を発症し、自死した場合は、業務20 

起因性が認められる。本件生徒は義務教育を受けている者であり、その要

保護性は被災労働者よりも高く、これとの均衡からも本件指導と本件生徒

の自死との間には相当因果関係が認められるべきである。 

(ｲ) 本件事件当時、指導による心理的虐待が自死の危険を高めることや夏休

み明けに生徒の自死が急増することは認識されていた。 25 

Ｙ教諭は、日ごろから、大声を出す（怒鳴る）、物や壁を叩く、机や椅子



を蹴る、ティッシュの箱を投げる、やかんを目の前に落としてやかんを蹴

るといった威圧的な指導を行っていた。また、Ｇ中学校では、生徒を抑え

つける厳しい指導がされることがあり、Ｙ教諭の指導は、他の教師から好

意的にみられていた。 

Ｙ教諭は、本件生徒の自死自体を予見する必要はなく、本件個別指導に5 

よって精神的苦痛を受けることを予見すれば足りる。また、予見すべき精

神的苦痛の程度は、本件生徒が自死すら選択しかねないほど強く追い詰め

られる程度までは不要であり、精神的に追い詰められる程度で足りる。 

争点１で主張した個別指導に関する事情に加え、指導による心理的虐待が

自死の危険を高めることや夏休み明けに生徒の自死が急増することが認識10 

されていたこと、Ｙ教諭が今までにも威圧的な指導をし、他の教諭もこのよ

うな指導を好意的に捉えており、本件生徒がそれによるストレスを蓄積して

いたことからすると、本件指導によって本件生徒が自死したことにつき予見

可能性がある。 

イ 被告 15 

(ｱ) 本件指導は、一般的に生徒が自死するほどのストレスを与えるものとは考

えられず、本件指導から本件生徒が自死に至るという結果が発生することが

社会通念上相当とはいえない 

また、認定基準は、労働者の精神障害の発病を前提として、当該精神病の

発病が業務上の心理的負荷に起因するといえるかどうかを統一的、画一的に20 

認定するための行政基準であるところ、本件生徒が自死に至る前に精神障害

を発病したとはいえないから、認定基準の考え方は当てはまらない。加えて

宿題提出を義務付けられたことが達成困難なノルマと言えるかどうか等に

ついても疑義があり、認定基準の当該項目を参集して相当因果関係があると

認めることはできない。 25 

(ｲ) 本件事件当時、一般論として、指導死の事例が相当件数に達していて社会



問題化していたことや、夏休み明けに生徒の自死が急増する傾向があること

が指摘されていたことは認めるが、予見可能性の有無は、本件指導の個別具

体的な態様等に基づいて判断されるべきものであり、上記の一般的事情をも

って、予見可能性を基礎づけることはできない。 

本件生徒の自死についての予見可能性の有無は、本件生徒に対してなされ5 

たＹ教諭の指導状況に基づいて判断されるべきものである。本件生徒がＹ教

諭から過去に受けていたとする指導についても、行われた時期が不明である

上、異なる原因に基づいて単発的になされたものであり、本件生徒の自死と

の関連性を見出すことはできない。 

予見可能性は、あくまで当該「結果」が発生することの予見可能性をいう10 

のであって、自死事案における「結果」は、自死に至ることそれ自体である。

一般論として、指導を受けた生徒は、通常、何らかの精神的負担感を抱くで

あろうと思われるところ、原告らの主張を前提とすれば、教師において生徒

が精神的負担感を抱くであろうと予想すれば自死の予見可能性があるとい

うことにもなりかねない。 15 

⑶ 争点３（校長の安全配慮義務違反）について 

ア 原告ら 

当時のＧ中学校の校長は、学校における教育活動及びこれと密接不利の関係

にある生活関係より生じる危険から生徒を保護すべき安全配慮義務を負って

いた。具体的には、校長は、教員に対して、叱責の基準をブレさせないこと、20 

教員室での指導を控えること、叱責の基準を定め、感情をぶつけたり、人前で

叱ることを止めさせるといった指導を行う義務や、行き過ぎた指導を行うＹ

教諭に対して、懲戒を検討したり、指導記録を義務付ける等の仕組みを作る義

務といった、生徒指導に関する環境を整える義務を負っていた。 

校長は、上記安全配慮義務を負っていたにもかかわらず、何もしなかった。25 

Ｙ教諭に対して指導を行わず、教育委員会への相談等も行わず、指導について



教職員間で話し合う環境を整備することもなかった。 

イ 被告 

Ｙ教諭による本件個別指導が安全配慮義務に違反することの根拠は、教育的

見地に立った場合に適切な指導であるかどうかを論じるにとどまり、違法性

の有無という見地に立って安全配慮義務違反があることを根拠付けるもので5 

はない。そうであれば、校長の安全配慮義務違反も認められない。 

⑷ 争点４（校長の予見可能性）について 

ア 原告ら 

校長は、行き過ぎた指導が生徒の自死を招きかねないこと及びＧ中学校には

行き過ぎた指導が存在することを認識していた。また、自身が行き過ぎた指導10 

を放置していることも認識していた。 

校長は、本件事件後まもなく定年退職するほどの長いキャリアを有しており、

多くの指導死に関する悲劇と警鐘を目の当たりにしてきた。校長は、本件事件

の発生を明確に予見することができた。 

イ 被告 15 

Ｙ教諭の指導方法に教育的見地から必ずしも適切とはいえない部分がある

との認識が校長にあったとしても、そのことによって本件生徒が自死に至る

ことについての校長の具体的予見可能性があったということはできない。 

⑸ 争点５（損害額）について 

ア 原告ら 20 

（主位的主張） 

 本件生徒が死亡したことにより生じた原告らの損害は以下のとおりである。 

(ｱ) 本件生徒の損害額 

ａ 慰謝料 

本件生徒が受けた精神的損害は金額にして３０００万円を下らない。 25 

ｂ 逸失利益 



平成３０年の男性学歴計全年齢平均の５５８万４５００円を基礎収入

とし、生活控除率を５０％、ライプニッツ係数を１５．６９４９（１８歳

から６７歳までの５２年間に対応するライプニッツ係数１８．４１８１

［中間利息年５％。以下同じ。］から、１８歳までの３年間に対応するラ

イプニッツ係数２．７２３２を控除）として算定すると４３８２万４０８5 

４円となる。 

ｃ 合計 

慰謝料３０００万円＋逸失利益４３８２万４０８４円＝７３８２万４

０８４円 

(ｲ) 原告Ｘ１の損害額 10 

ａ 本件生徒の損害の相続 

原告Ｘ１は本件生徒の唯一の相続人であり、本件生徒の７３８２万４０

８４円の損害賠償請求権を相続した。 

ｂ 原告Ｘ１固有の慰謝料 

Ｇ中学校及びＹ教諭により我が子を死に追い詰められたものであり、同15 

人が被った精神的損害は金額にして１０００万円を下らない。 

ｃ 日本スポーツ振興センターからの給付金 

原告Ｘ１に対し、独立行政法人日本スポーツ振興センターから災害共済

給付金２８００万円が給付された。 

ｄ 弁護士費用 20 

本件訴訟を代理人弁護士に委任した。請求に要する弁護士費用は損害額

の１０％を下らない。 

ｅ 合計 

（７３８２万４０８４円＋１０００万円―２８００万円）＋５５８万２

４０８円＝６１４０万６４９２円 25 

(ｳ) 原告Ｘ２及び原告Ｘ３の損害額 



ａ 原告Ｘ２及び原告Ｘ３固有の慰謝料 

 原告Ｘ２及び原告Ｘ３は、本件事件により弟を亡くし、精神的苦痛を被

った。その精神的損害は金額にしてそれぞれ２００万円を下らない。 

ｂ 弁護士費用 

本件訴訟を代理人弁護士に委任した。請求に要する弁護士費用は損害額5 

の１０％を下らない。 

ｃ 合計 

２００万円＋２０万円＝各２２０万円 

（予備的主張) 

仮に本件指導と本件生徒の自死との間に相当因果関係が認められないとし10 

ても、Ｙ教諭は本件生徒に対して違法な指導を行い、本件生徒に精神的苦痛を

与えたから、本件生徒が被った精神的苦痛について慰謝料を請求する。 

イ 被告 

争う。 

⑹ 争点６（素因減額）について 15 

ア 被告 

本件生徒の何らかの心因的要因が損害発生に大きく寄与した（（９割以上）と

考えるべきであるから、万が一、被告の賠償責任が認定される場合は、損害の

公平な分担という見地から、民法７２２条２項を類推適用すべきである。 

イ 原告ら 20 

争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

前記前提事実に加え、証拠（甲２７、２９、３０、乙２１～２３、証人Ｙ教諭、

証人校長、証人生徒Ｄ、証人保護者Ａ、原告Ｘ１のほか、後掲のもの。）及び弁論25 

の全趣旨によれば、以下の事実が認定できる。 



⑴ Ｇ中学校の風土 

ア 平成２５年度頃、Ｇ中学校は荒れていて、いじめや器物損壊、暴力事件が頻

繁に起こっていた。そのため、教師が生徒に大声で叱る、正座させるといった

指導が行われていた。学校のルールには、生徒が問題を起こしたときには反省

文を書いて先生方一人ひとりに怒られてサインをもらうというルールや、髪5 

型・服装に関するルール、５分前行動・３分前着席といったルールが存在し、

生徒を押さえつけるような指導になっていた（甲２・６１頁）。 

イ 校長は、平成２８年度にＧ中学校に異動してきた。校長は、赴任当時の雰囲

気について、生徒はあいさつができている、生徒会はよく動く、先生の雰囲気

も良いと感じていた。本件生徒は、同年度にＧ中学校に入学したところ、同年10 

の時点では生徒が問題を起こすことは少なく、概ね落ち着いていた。しかし、

生徒指導は以前と変わらず、大声で叱るなどの方法がとられており、宿題を取

りに帰らせる指導も常態化し、本件生徒の入学後も教師による厳しい指導は

続いていた（甲２・６３頁）。 

ウ 本件生徒はバスケットボール部に所属していた。平成２９年１０月頃（（本件15 

生徒が２年生のとき）、バスケットボール部が練習試合で他校に行った際、控

室でＧ中学校の２年生が同校の１年生のズボンを下ろす事件が発生した（バ

スケットボール部事件）。バスケットボール部内でのイタズラであり、バスケ

ットボール部内では特に問題にはなっていなかったが、同年１１月に他校の

保護者から報告があり、学校内で問題に発展した。男子バスケットボール部の20 

部活動が活動停止になり、ズボンを下す側だった生徒Ｄを含む５人がバスケ

ットボール部の顧問から注意を受けた。 

Ｙ教諭は、平成２９年１１月１５日の放課後、生徒Ｄを家庭科室に呼び出し

バスケットボール事件に関して１対１で指導を行った。生徒ＤはＹ教諭から

午後７時すぎまで指導を受けていた（（関与した他の４人の生徒も、他の教員か25 

ら指導を受けた。）。 



Ｙ教諭は、同月１６日、生徒Ｄを再び呼び出し、保健室で１対１の指導を行

った。Ｙ教諭は生徒Ｄに椅子を持ち上げて頭上まで振り上げ、大声で怒鳴った。 

同月１７日、バスケットボール部員の保護者が学校に集められ、理科室で男

子バスケットボール部の顧問が保護者にバスケットボール事件に関する説明

を行った。その際、男子バスケットボール部員は理科室から２、３部屋離れた5 

廊下に整列して立たされていたところ、そこに通りかかったＹ教諭は、整列し

ていたバスケットボール部員に向かって大声で怒鳴り始めた。その怒鳴り声

は、ドアが閉まっている理科室内にも大きく響き渡るほどで（甲３）、泣き出

す保護者もいた。 

同月２２日、校長室でズボンを下ろされた側の生徒と保護者が並んで座り、10 

そこにズボンを下ろした側の生徒と保護者が順に入っていき謝罪をする謝罪

会が開かれた。Ｙ教諭は、謝罪する生徒に向かって「声が小さい！」「返事！」

などと怒鳴った。 

この謝罪会後、Ｙ教諭は、本件生徒を含む男子バスケットボール部員全員に、

連帯責任として、毎朝学校の掃除をさせた。 15 

⑵ Ｙ教諭の指導方針と周囲の評価 

ア Ｙ教諭は、生徒を指導する際、大声で怒鳴ることがあり、その声量は、「５

組の教室にいても１組で怒鳴る声が聞こえるくらい。学校にいれば、どこから

かＹ教諭の怒鳴り声が聞こえてくる」（甲５の２）、「１組で出した声が５組ま

で聞こえるくらい、下手したら３階にある２年生の教室まで聞こえるくらい」20 

（甲７）、「怒鳴り声は学校全体聞こえる」（甲６）、「同じ階にいたらほとんど

聞こえるくらい」（甲８）であった。 

 また、Ｙ教諭は、生徒を指導する際、「ぼけ」「ばか」「お前」「貴様」「なめ

とんのか」等の表現を使ったり（甲６）、「高校行けないよ」（甲７）、「その調

子だったら内申書書かないぞ」「やる気がないんだったら味方しないぞ」（甲６）25 

と突き放すような表現をしたり、「お前」という呼び方をするように全体的に



口調が荒くなる（甲８）。Ｙ教諭は、指導の際、机や椅子等を蹴る、物や壁を

叩く、ティッシュの箱を投げることもあった（甲５の２、甲２・１２頁）。 

 Ｙ教諭の机や椅子を蹴り、あえて大声を出す指導は、教師も真剣に向き合っ

ているという姿を見せるとともに、生徒に恐怖感を与え、生徒が従うようにす

る意図があった。 5 

イ Ｙ教諭の指導方法について、生徒からは、感情的であり恐怖を覚えるとする

もの、体罰に近い指導であると否定的に評価するものがある一方で、怖いが、

ちゃんと接してくれると肯定的に評価する生徒もいた（甲２・１７頁）。 

教員からは、Ｙ教諭が大きな声で怒鳴ったり、机を蹴ったりして指導してい

ることは確認しているが、生徒の心に届く指導である、本気で指導するのでし10 

ばしば大きな声が出るといった評価があり、全体的に好意的にとらえられて

いる（甲２（・１７頁）。もっとも、自分の意見を言いにくくなるのではないか、

厳しすぎると違和感を覚える教員もいた。 

校長は、Ｙ教諭は頑張り屋であり、生徒指導においては厳しい面もあるもの

の、けじめがあり、厳しいだけではなくフォローもしていることから、高い評15 

価をつけていた。校長は、Ｙ教諭が大声で指導することもあったことを認識し

ているが、それが体罰とは認識してはいなかった。また、体育の先生であるこ

ともあって、生徒が嘘をつくような時には、大声で厳しい指導もやむを得ない

と考えていた。もっとも、保護者からの意見で、Ｙ教諭に対し、より生徒に寄

り添った指導をするよう伝えたことがあった。 20 

⑶ 本件生徒の性格・交友関係 

本件生徒は、穏やかで物静かな少年であった。三人兄弟の末っ子で、本件生徒

の２人の兄（（原告Ｘ２、原告Ｘ３）とは同居していなかったが、本件生徒が兄弟

関係で深く悩む様子はなかった。父親は、本件生徒が小学校低学年の頃に他界し

ているが、本件生徒は父親になついていた。また、「お母さんを悲しませたくな25 

い」と友人に話すなどして、母親である原告Ｘ１を気遣う優しい面が見られた。



祖父とも同居しており、原告Ｘ１が仕事で忙しいときには、祖父が本件生徒の塾

の送り迎えに行ったり、ご飯を作るなどしていた。本件生徒が家族関係で悩むこ

とはなかった。 

本件生徒は趣味の釣りによく出かけ、友達とも一緒に一泊して早朝から釣り

に行くことがあった。本件生徒は、バスケットボール部の友達と一緒に、釣りに5 

行ったり、本件生徒の家でゲームをするなどし、多くの級友と良好な友人関係を

築けていた。本件生徒がいじめられていたということもない（甲２、６）。 

⑷ 本件生徒の進路希望 

本件生徒は、進路希望調査で一貫してＨ高校への進学を希望しており、夏休み

にはＨ高校の体験入学に参加した。なお、Ｊ高校については、４月の進路希望調10 

査では第２～３希望、７月の進路希望調査では第２希望となっていた（甲２・２

０～２１頁）。 

本件生徒の模試の成績は、６月３０日の第１回模試ではＨ高校の合格率８４％

（Ａ判定）、８月１９日の第２回模試ではＨ高校の合格率９０％（Ａ判定）、Ｊ高

校の合格率２８％（Ｃ判定）であった（甲２・２０頁）。 15 

⑸ 本件事件以前のＹ教諭と本件生徒の関係 

ア Ｙ教諭は、本件生徒が１、２年生だった時の保健体育の教科担任であったが、

男女別習だったので、Ｙ教諭が本件生徒の授業を受け持つことはなかった。 

 Ｙ教諭は、バスケットボール部事件を含めて過去に３回、本件生徒を指導し

たことがあった。このうち、バスケットボール部事件では、本件生徒は事件に20 

関わっていなかったが、Ｙ教諭は、事件に関わらなかった部員にまとめて（（他

の生徒がズボンを下ろすことを）止めさせる必要があるのではないかと注意

した。その他の２回は、いずれも３年生の１学期であり、１回目は宅習につい

ての指導をしたが、この際は特に大声を出して指導をしたわけではなく、叱っ

たりすることもなかった。２回目は、本件生徒が数学の時間に居眠りをしてい25 

たので、机を叩いて起こした。 



イ Ｙ教諭は、本件生徒は大人しい生徒であると思っていた。また、本件生徒は

Ｙ教諭に自分から話しかけることはなかったため、Ｙ教諭は、本件生徒は自分

に好意は持っていないだろうと思っていたが、強い嫌悪感を抱いているわけ

でもないと認識していた。Ｙ教諭は、本件生徒の従前の宿題の提出状況につい

て、全部はできていないこともあったが、概ねできている方だと評価していた。 5 

ウ 本件生徒は、生徒Ｂに対して、Ｙ教諭を殺したいと言ったことがあり（（甲６）、

Ｙ教諭のことを嫌っていた。また、本件生徒は、３年生に進級して間もない頃、

母親に対して、「担任が嫌だからクラス替えができないのかな」と言ったこと

があった。 

⑹ 本件生徒の夏休み 10 

ア 夏休みの過ごし方 

７月２４日に三者面談があり、Ｙ教諭は、本件生徒に対し、「宿題の提出期

日を守るように、早めに提出するように」と指導した。 

 本件生徒は、同月２５日に部活動を引退し、主に塾に行って勉強するか、ゲ

ームをして夏休みを過ごした。学習時間は、日によってばらつきがあったが、15 

ゲームは、少なくともほぼ毎日２～３時間はしていた（（甲２（・２６～２８頁）。 

イ Ｈ高校の体験入学 

 本件生徒は、８月７～８日、生徒Ｂ、生徒Ｃを含む５人とＨ高校の体験入学

に行った。本件生徒はＨ高校の体験入学を楽しんでいる様子で、体験入学後も、

一緒に体験入学に行った生徒に対して、「一緒にＨに行こう」、「絶対Ｈしかな20 

い」と力強く言い、母親には笑顔で（「楽しかったよ」と語った（（甲２（・３１頁、

甲６）。一方で、体験入学後、「寮はマジやばい」、「寮がきつかった」、「思って

いたのと違う」、「Ｈないわ」、「寮の風呂が汚かった」、「寮には入りたくない」

等の不満を友人にこぼした（甲２・２２、３１頁）。 

本件生徒は、４月以降から一貫してＨ高校を進路希望としていたところ、体25 

験入学を終えた８月１９日の時点でも変わらずＨ高校を第一希望としていた



（甲２・２０～２１頁）。 

ウ ８月２１日の出校日 

本件生徒のクラスでは、各教科から宿題が出されており、宿題ごとに８月１

日、同月２１日の出校日、９月３日の始業式の日に提出日が設定されていた。

８月２１日に提出しなければいけない宿題は、①漢字、②国語のワーク、③書5 

写、④「夏のスタート」という問題集（社会・英語）、⑤理科のワーク、⑥理

科のプリント、⑦風景画と税に関するポスター（美術）、⑧幼児との触れ合い

玩具の制作と感想（（家庭）があったところ、本件生徒は、前日にほぼ徹夜で宿

題を行い、⑧以外の宿題を提出し、⑧についても、家に忘れて名前を書けば提

出できる状態にあったため、家に取りに帰って当日中に提出した（（甲２（・２４、10 

２７～２８頁）。 

エ ９月２日の夏休み最終日 

 同日午前１１時２９分、本件生徒は、英語のワークが終わらないのでＬＩＮ

Ｅで友人に回答を求めた（甲２・２５頁）。 

 また、本件生徒は、生徒Ｂと夜中まで一緒にゲームをして、「宿題終わんな15 

い」と言っていた（甲２・２６頁）。 

⑺ 本件集団指導に至る経緯 

ア 本件事件のあった９月３日は、夏休み明け初日の始業式のある日であった。 

本件生徒は起床してからの行動が緩慢で学校に行きたくなさそうな様子で

あり、原告Ｘ１が「どうしたの」と聞くと、本件生徒は「気分が悪い」と答え20 

た（甲２・３３頁）。 

イ 同日朝、職員室で教員の朝礼が行われた。校長は、教員に対し、①夏休みに

大きな問題が起きなかったかどうか、何かあれば教えてくださいと確認をし、

②夏休み明けの初日は大事な一日であるから、出席確認を行い、理由もなく休

んでいる生徒がいないか、欠席をしている生徒がいないかを確認して報告す25 

ること、③２学期は学校行事が多いが、学習にも力を入れましょう等と話した。 



ウ 登校後、本件生徒は、本件生徒に社会の宿題を貸していた同じクラスの生徒

Ｂに対し、「社会の宿題を持ってくるのを忘れた」、「やべーよ、やべーよ」と

言った。生徒Ｂからみて、「やべーよ」というのはジョークみたいな口調だっ

たが、焦っている感じもあった。また、本件生徒は、前日に生徒Ｂと荒野行動

というゲームをしていたところ、生徒Ｂと「昨日調子良かったよね」、（「また勝5 

ちたいね」という内容の会話を交わした（甲６）。 

エ 休み時間に、本件生徒と生徒Ａは、夏休みの宿題のことで話をした。本件生

徒は、夏休みのしおりについて、「適当に書けばいいだろ」と言っていたが、

生徒Ａからみて、本件生徒は宿題を忘れて怒られることが分かっているから、

いつもより元気がなく、落ち込んでいるように見えた（甲５の２）。 10 

オ 午前１１時２０分頃、本来ならば数学の授業の予定であったが、学級活動に

変更になり、Ｙ教諭は、「夏休みを振り返って」というワークシートをまとめ

させた（甲２・３２頁、甲５の２）。なお、授業が変更になったのは、数学の

教諭が欠勤したためであり、Ｙ教諭は、授業の変更によって、数学の教諭が欠

勤していることを認識していた。 15 

 本件生徒は、夏休みについて、「だらだら」、「ゲームもしたし、宿題ができ

ていなかった」と書き、楽しかったランキングでもゲームと釣りのことを記入

した。一日の宅習時間は平均２時間と書いた（甲２・２５～２６頁）。 

夏休みのしおりの学習時間記録には、日によって０分、６０分、１２０分、

２４０分、３６０分などばらつきのある時間を記入している（（甲２（・２６～２20 

８頁）。 

⑻ 本件集団指導 

ア 午後１時００分から１５分頃、帰りの会が行われた。Ｙ教諭は、「宿題を忘

れた人が何人もいる、とても気分が悪い」と言い、「忘れ物をした人はわかっ

ているだろうから、教卓に来なさい」と本件生徒を含む６人を呼び出した（（甲25 

２・３５頁、甲５の２、甲６）。 



その上でＹ教諭は、他の生徒がいる前で６人に対し、指導した。この時の指

導は、厳しい口調ではなく、声量も大きくなかった。 

イ Ｙ教諭は、帰りの会の終了後、再び宿題を忘れた６人を集めた。 

９月３日に提出すべき夏休みの宿題は、①数学のプリント集、②通知表、③

夏休みのしおり、④調べ、⑤標語、⑥体話、⑦数学のワーク、⑧理科のプリン5 

トの８つがあった。②は保護者にコメントを記入してもらい提出するもの、③

は、学習時間や日記など夏休みの生活状況を記録するもの、④は体験入学に参

加した学校について調べたことや感想を記録するプリント、⑤は非行防止に

関する標語を作成するもの、⑥は夏休み中に親子で運動に取り組み、実施でき

た日付の印を塗りつぶし、生徒と保護者の感想を記入するものであった。 10 

本件生徒は、上記宿題のうち①から⑥を提出できなかった。①の数学のプリ

ント集については紛失していた（甲２・３７頁）。 

ウ Ｙ教諭は、集めた６人に対し、いつ宿題を提出できるか順番に確認した。 

本件生徒は、Ｙ教諭に対し、「保体の体話は家に置いています」と申告した

ところ、Ｙ教諭は、「保体は持ってきなさい」と指導した。そして、本件生徒15 

が「数学のプリントがなくて」と申告すると、Ｙ教諭は、「どうしたらいいの、

そこはもう考えなさいね」と述べた。Ｙ教諭が「今日締め切りだから、今日し

っかり終わらせて持ってこないと」と言うと、本件生徒は「はい」と小さな声

でうなずいた。Ｙ教諭は、体話だけではなく、通知表、夏休みのしおりも取り

に帰るよう指導した。この際のＹ教諭の声量は普通であり、大声や罵声はなか20 

った。 

なお、Ｙ教諭は、本件集団指導の際、本件生徒が宿題を持ってくるのを忘れ

たのか、宿題をやっていないのかは確認することはなかった。①から⑥の宿題

について、その日中の宿題提出を求めたものの、何時までに提出すればよいか

も決めていなかった。本件生徒が忘れた①から⑥の宿題のうち、通知表につい25 

ては保護者が不在で印鑑が押せない等の相談があるかもしれないが、その他



については友達のものを写したりすることで当日中にギリギリ提出できると

考えていた。また、本件生徒が忘れた宿題のうち、数学のプリント集について

は、本件生徒から数学のプリント集を紛失したとの申告を受けていたが、数学

の教員に相談して新しくプリント集をもらうか、それができなければ自分に

相談をしてくると考えていた。 5 

エ 集団指導後、生徒Ａと本件生徒は、職員室で個別指導を受けることとなった。

Ｙ教諭が二人に対してのみ個別指導をすることとなったのは、未提出が特に

多かったためであった。 

⑼ 本件個別指導 

ア Ｙ教諭は、生徒Ａの個別指導から開始した。生徒Ａが先に職員室に入り、本10 

件生徒は廊下で待機した。 

Ｙ教諭は、生徒Ａに対して、机をたたきながらなぜ宿題を提出しなかったの

かと問いただし、「あなたがやるべきことをしっかりしないのであれば、先生

は３６人の進路業務しかしなくていいのね（（クラスには３７人在籍していた）」

と、宿題をしないなら進路指導をしないことを伝えた。生徒Ａは普段から宿題15 

をよく忘れる生徒であり、Ｙ教諭は生徒Ａが夏休みの宿題を忘れたことに呆

れ、客観的には大きいといえる程度ではあるが、普段の指導の声に比べれば小

さい１０段階中の６～８の声量で指導した（甲２・３８～３９頁）。 

生徒Ａが急いで家に帰って宿題を取ってきますと答え、指導は終了した。生

徒Ａに対する指導の時間は１０～２０分程度であった（甲５の２）。 20 

イ 本件生徒が職員室の前で生徒Ａの個別指導が終わるのを待機している際、

別のクラスの生徒Ｃが職員室前にやってきた。本件生徒は「Ｙ教諭だから長引

くだろうね」、（「ワンチャンすぐ終わるんじゃね」などと冗談めかして、生徒Ｃ

とその場にいたもう一人の生徒と３～４分おしゃべりをした（甲７）。 

ウ 同日午後１時２０分頃、Ｙ教諭は職員室で本件生徒に対する個別指導を開25 

始した。 



Ｙ教諭は、本件生徒を立たせたまま、「いったいどのような夏休みを過ごし

たのね」と尋ねると、本件生徒は、「ゲームばかりしていた」、「あまり勉強を

しなかった」と答えた。そこで、Ｙ教諭は、「７月２４日の三者面談の際に頑

張ろうねと話したよね」、（「自分の中でどうも思わないね」、（「ゲームばかりして

たらダメでしょうがよ」等と叱責した。「自分の中でどうも思わないね」と発5 

言した時のＹ教諭の声量は、１０段階中の８程度であったが、そのような声量

で話したのは数言程度であった（（以下、個別指導中で宿題について叱責してい

る部分を「本件宿題指導」という。）。 

次に、Ｙ教諭は、「Ｈ高校の体験にも行ったでしょう？」、「Ｈ高校に向けて

頑張れないの」と進路について言及した。この話を始めると、本件生徒は涙を10 

流し始めたので、Ｙ教諭は本件生徒を椅子に座らせて、進路指導に切り替えた。

Ｙ教諭が「Ｈ高校の体験はどうだった」、「寮の体験はどうだった」と聞くと、

本件生徒は「寮がきついというか」「時間がきちきちしている感じで」と返答

した。本件生徒が進路に迷いがあると思ったＹ教諭は、本件生徒に対して、「進

学先を他にあげるとしたら？」と聞くと、本件生徒は「Ｊ高校」と答えた。Ｙ15 

教諭は、「まだ悩んでいい時期だよ」とＨ高校以外の選択肢もあることを伝え

た。Ｙ教諭の進路指導の際の声量は１０段階中の１であった（（以下、進路に関

する指導をしている部分を「本件進路指導」という。）。 

本件生徒の個別指導を終える際、Ｙ教諭は、「宿題はきちんとださないと」

「悩んだり迷ったりしたらまた来なさい」と声をかけた。もっとも、Ｙ教諭は、20 

本件生徒が自分のところに相談に来ることはないと思っていた。 

本件生徒は職員室の出入り口で立ち止まり、涙を拭い、職員室を立ち去った

（甲２・３９～４２頁） 

エ 本件生徒の個別指導は、約１０分間行われた。職員室には教員が４人在室し

ていた（甲２・４０頁）。 25 

⑽ 指導後から本件生徒の自死 



ア 午後１時５８分、本件生徒は生徒Ｂに対して「本当にごめん」とＬＩＮＥを

送信した。なお、このＬＩＮＥについて、生徒Ｂは、本件生徒に貸していた社

会の宿題を忘れたから、「宿題を忘れてごめんね」という意味だと思った（甲

６・３頁）。 

イ 午後５時４０分頃、Ｙ教諭は、原告Ｘ１に対して、「本件生徒がどこへ行っ5 

たか知りませんか」と連絡した。Ｙ教諭は、原告Ｘ１より「本件生徒が家にい

る様子がない」との連絡を受け、残っていた教員と校内外を探した。 

 午後６時前頃、Ｙ教諭が本件生徒宅を訪問し、本件生徒宅の玄関前で原告Ｘ

１と合流した。午後６時９分頃、ドアの取っ手にロープをかけ、ドアに寄り掛

かる形で首を吊り自死している本件生徒を発見した。 10 

⑾ 指導死の周知状況等   

ア 指導死の状況（甲２０） 

指導死とは、指導と考えられている教員の行為により、子供が精神的あるい

は肉体的に追い詰められ、自死することをいい、平成２５年１月頃から始まっ

た大阪桜宮高校の体罰自殺事件報道をきっかけに広く使われるようになった15 

言葉である（甲２１）。 

教育評論家のＫがまとめたところによれば、平成元年から令和４年３月まで

の間に教員の生徒に対する指導を契機として生徒が自死（未遂を含む。）した

ことが窺われる事案が、全国で少なくとも１０８件（本件を含む。）ある。ま

た、このうち新聞記事等から有形の暴力が確認できる事案は、１３件である。 20 

イ 生徒の自死予防等に関する取組等 

本件事件前の自死予防等に関する取組等の状況は以下のとおりである。 

(ｱ) 児童生徒の自殺予防にかかる取り組みについて（通知）（甲４） 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課長は、平成２８年７月８日及び平成

２９年６月７日に、各都道府県教育委員会指導事務主管部課長等宛てに、８25 

月下旬から９月上旬の長期休業明けに児童生徒の自死が急増する傾向があ



り、児童生徒の自死予防に向けた取り組みを積極的に実施するよう通知した。 

(ｲ) 生徒指導提要（甲１２、１６） 

平成２２年３月に公表された生徒指導提要（甲１６）では、個別指導を効

果的に進めるには、日常の学校生活を通して児童生徒と教員の信頼関係を作

ること、校長のリーダーシップの下、校務分掌組織を整備し、家庭や地域住5 

民の意向を把握し、関係機関との密接な協力・連携体制を構築する必要があ

ること、いじめや不登校、事業虐待といった問題も校長のリーダーシップの

下、組織的な対応を行うことで、適切に対応できること、生徒指導にあたっ

ては方針・基準を明確にする必要があることなどが記載されている。 

令和４年１２月に文部科学省から公表された生徒指導提要（甲１２）は、10 

不適切な指導と考えられ得る例として、大声で怒鳴る等の威圧的、感情的な

言動で指導すること、児童生徒の尊厳やプライバシーを損なうような指導を

行うこと、児童生徒が著しく不安な圧迫を感じる場所で指導すること、指導

後に適切なフォローを行わないこと等を挙げており、教職員による不適切な

指導等が児童生徒の不登校や自死のきっかけになる場合があるとしている。 15 

(ｳ) 体罰関連行為のガイドライン（甲１３） 

平成２６年１月に東京都教育委員会から公表された体罰関連行為のガイ

ドラインは、暴言や行き過ぎた指導は、体罰概念に含まれないが、体罰と同

様に教育上不適切な行為であり許されないとしている。また、暴言等とは、

教員が児童生徒に恐怖感、侮辱感、人権侵害等の精神的苦痛を与える不適切20 

な言動をいい、行き過ぎた指導とは、運動部活動やスポーツ指導において、

児童生徒の現況に適合していない過剰な指導をいうとしている。 

(ｴ) 教師が知っておきたい子供の自殺予防（甲１４） 

文部科学省は、平成２１年３月、学校現場で子供に接する教師に向けて作

成した子供の自死防止に関するマニュアルとして「教師が知っておきたい子25 

供の自殺予防」を作成した（（以下では、単に「マニュアル」という。）。マニ



ュアルでは、子供の自死の実態として、２０歳～３９歳までの死因の１位は

自死であり、１５～１９歳の世代でも自死は不慮の事故に次いで第２位の死

因になっていること、中・小学生の自死者は毎年３００人前後で推移してい

るが、少子化のため自死率は上昇傾向にあること（（なお、平成１９年時点に

おいて、中・高校生１０万人に対する比率は、４人弱である。）、中学・高校5 

教師の５人に１人は生徒の自死に、３人に１人は自死未遂に遭遇したことが

あるという調査結果があること等を紹介している。 

その上で、子供の自死は遺書が残されていないことが多いため、原因が特

定されない場合が少なくなく、大人には信じられないような些細になきっか

けで自ら命を絶つことがあるとし、自死の引き金となる「直接のきっかけ」10 

が原因として捉えられがちだが、自死を理解するためには複雑な要因が様々

に重なった準備状態に目を向けることが必要であること等を指摘した上で、

自死の危険因子（（自死未遂、心の病、安心感の持てない家庭環境、独特の性

格傾向［未熟・依存的、衝動的、極端な完全癖、抑うつ的、反社会的］、喪

失体験、孤立感等）や自死の予兆（自死のほのめかし、集中力がなくなる、15 

投げやりな態度、健康や自己管理が疎かになる、いつもなら楽々できる課題

が達成できない等）が挙げられ、因子を数多く認める子供には潜在的に自死

の危険が高いと考える必要があるとしている。 

(ｵ) 生徒指導に関する取組の徹底について（通知）（甲２４） 

鹿児島県教育委員会教育長は、平成２２年４月８日、各市町村教育委員会20 

教育長に「生徒指導に関する取組の徹底について（通知）」を発した。通知

では、児童生徒にかかわる事件や事故の発生等が依然として憂慮すべき状況

にあり、各学校が危機意識を持つこと、学年初めの時期には予期しない問題

行動や事故の発生等が懸念されることについて、周知徹底を図り、必要な取

り組みをすること等を求めている。 25 

２ 争点１（本件指導の違法性）について 



⑴ 学校教育法１１条は、「校長及び教員は、教育上必要があると認めるときは、

文部科学大臣の定めるところにより、学生、生徒及び児童に懲戒を加えることが

できる。ただし、体罰を加えることはできない。」と定めており、一般に、児童

に対する叱責や学習内容や学校行事における指示は、指導の一環として教員に

認められた行為といえる。 5 

もっとも、教員は、児童に懲戒を加えるに当たって、児童の心身の発達に応ず

る等教育上必要な配慮をすることが義務付けられており（学校教育法施行規則

２６条１項）、児童に対する指導は、児童の権利侵害を伴うことも少なくない。

そうすると、児童の指導は教員の裁量に委ねられる部分があることは否定でき

ないことを踏まえても、教育的効果と児童の被るべき権利侵害の程度とを比較10 

衡量し、児童の心身の発達状況等を考慮した上で、指導による教育的効果を期待

し得る合理的な範囲のものと認められる場合に限り正当な指導の一環として許

容されるべきであり、その範囲を超えた場合には、指導としての範囲を超えた違

法なものとなると解すべきである。 

⑵ Ｙ教諭の指導が正当な指導の一環として許容されるものであるか検討する。 15 

ア 本件集団指導について 

本件集団指導は、帰りの会の中でと帰りの会終了後の２度にわたって行われ

ている。このうち、前者は、他の生徒の面前で行われたものであるが、対象は

複数の生徒であることや、特段威圧的あるいは大声を出したともいえないこ

と、長時間に及んだ等の事情も認め難いことからすれば、違法なものとは評価20 

できない。 

他方、後者については、本件生徒を含む６人に対する指導であるが、各人に

順番に確認し、指示するなどしているから、実質は個々に対する指導と評価し

得る。そして、Ｙ教諭は、宿題を当日中に持参するよう指示し、数学プリント

集については、紛失をしたと申告を受けたものの、自分で考えて対応するよう25 

述べているものである。 



もっとも、本件集団指導の後には、生徒Ａ及び本件生徒に対する本件個別指

導をすることとなり、これら指導は連続してされているといえるところ、この

時点では、本件個別指導において、どのようなフォローがされるか等も不透明

だったものである。そうすると、本件集団指導のうち、この部分については、

その後にされた本件個別指導も併せて違法性を判断するのが相当である。 5 

イ 本件個別指導について 

(ｱ) 指導の必要性について 

本件生徒は、９月３日に提出すべき夏休みの宿題８つのうち６つを提出し

ておらず、その数が特に多いこと、本件生徒が中学三年生という進学のため

に特に素行や成績に気を使わなければいけない時期であったこと、本件生徒10 

が「夏休みの振り返り」のワークシートに「だらだら」、「ゲームもしたし、

宿題ができていなかった」等と記載していたこと、夏休みの宅習時間につい

て、夏休みのしおりに「１日の家庭学習は６時間以上取り組むこと」と記載

されている一方で、本件生徒の宅習時間が０時間から６時間の間でばらつき

推移し、他の生徒よりも宅習時間が少なく見えること等からすれば、提出期15 

限に宿題を提出できなかった自己管理の甘さや、夏休みと今後の学業への向

き合い方について指導の必要性があったことは否定し難い。 

原告は、本件集団指導に加えて本件個別指導をする必要はないと主張する

が、上記の事情からすれば、本件生徒についてさらに個別に指導をする必要

があると判断することが不合理とはいえず、個別指導について、必要性を欠20 

くとはいえない。 

(ｲ) 指導の態様や指導内容について 

次に指導の態様や内容についてみると、Ｙ教諭は、本件集団指導（帰りの

会の後）においては、当日中に宿題を提出することを求めるなどしている。

その際、当日、数学の教諭が欠勤しており、数学のプリント集の再交付を受25 

けることができない状況であったにもかかわらず、自分で考えるよう突き放



すような態様を取っている。 

そして、本件個別指導においては、職員室において、前半で、１０段階中

８の大きさの声量で（「自分の中でどうも思わないね」、「ゲームばかりしてた

らダメでしょうがよ」等と本件生徒を叱責している。バスケットボール事件

時のＹ教諭の声量（１０段階中の１０、甲３）が離れた教室でも聞こえるほ5 

ど大きいことからすれば、本件生徒への宿題指導の際の声量は、それよりも

小さいものであったとしても、教員室から漏れ出るような大声であったと推

認でき、対面でＹ教諭と対峙している本件生徒に対しては、威圧感を与える

ものであったと評価できる。本件生徒とＹ教諭は１体１の対面で会話してい

たから、教員室から漏れ出るような大声で本件生徒を叱責する必要があった10 

とはいえないし、本件生徒が８月２１日の登校日に宿題をすべて提出してい

たこと、過去に宿題を忘れることもほとんどなかったこと、本件生徒が忘れ

た宿題のうち学力に関するものは数学のプリント集だけであったことから

すれば、本件生徒について威圧的に接する必要は見出し難く、このような指

導が教育的効果を期待できるとも認め難い。 15 

本件集団指導で求められた数学のプリント集の当日提出は事実上不可能

であったところ、Ｙ教諭は本件個別指導においても威圧的な態度で本件生徒

に接しており、事実上不可能な行為に対して何らのフォローもなく、かえっ

て威圧的な言動により、このような対応を取らざるを得ないとの本件生徒の

認識をより深めさせるものであったといえる。Ｙ教諭は、その後に進路指導20 

に切り替え、声量を落とし、最後は、（「宿題はきちんとださないと」「悩んだ

り迷ったりしたらまた来なさい」と声をかけて本件個別指導を終えたものの、

これらは進路に関するやり取りでしかなく、宿題の提出については撤回等を

するものでもなかったから、上記のような印象を変えるものとはいえない。

本件生徒からみれば数学のプリント集の当日提出が不可能であることを相25 

談できるような状況にあったとは言い難く、当該指導は、全体としてみれば、



本件生徒に対し、不可能を強いるものであったといえる。そして、長時間で

はないものの強度に威圧的な態度を取っていることも踏まえれば、当該指導

は、正当な指導の範囲を超えたものとして、違法と評価するのが相当である。 

(ｳ) その他の検討要素 

Ｙ教諭は、本件生徒に対しては、バスケットボール事件の際のほか、３年5 

になった後で２度にわたって個別指導をしている。そして、本件指導は夏休

み明けにされているところ、長期休業明けに児童生徒の自死が急増する傾向

があることが指摘されているところである。 

もっとも、Ｙ教諭の本件生徒に対する過去の指導は、時期を異にし、指導

の理由も異なるから、本件指導の違法性の判断にあたり、これらの点は考慮10 

すべきではない。指導が夏休み明けにされていることについても、長期休業

明けに児童生徒の自死が急増する傾向はあるものの、それをもってこの時期

に指導をすることが許されない等とはいえない。 

その他、原告らは、Ｙ教諭が個別指導においてＨ高校の事を持ち出したこ

とも挙げるが、本件進路指導に関するやり取りは、大声を上げるとか威圧的15 

といった状況はなく、本件生徒が悩んでいる様子を見せたことから、まだ悩

んでいい時期だよなどとして指導を終わらせており、違法な指導とは評価で

きない。 

３ 争点２（（本件指導と本件生徒の自死との間の相当因果関係ないし予見可能性）に

ついて 20 

  ⑴ 本件指導と本件生徒の自死との間の条件関係 

本件事件直前の本件生徒の生活状況に特に問題はみられず、悩みなど自死を

窺わせる状況も見出せないことからすると、本件生徒は、本件指導を契機として、

自死に至ったと認められる。 

⑵ 相当因果関係（予見可能性） 25 

ア 法的な意味での因果関係（（相当因果関係）が認められるためには、当該結果



（本件生徒の自死）の発生に対する予見可能性が必要である。 

原告は、本件生徒が精神的に追い詰められたことの予見可能性があれば足り、

自死すら選択しかねないほどに強く追い込まれたことの認識は不要と主張す

るが、精神的に追い詰められるといっても様々な程度があり得るし、精神的に

追い詰められたからといって、誰もが自死を選択するものではない。 5 

そうすると、精神的に追い詰められることと自死を選択することは次元が異

なり、自死に対する法的責任を負わせるためには、少なくとも自死の可能性に

ついて予見し得ることが必要である。 

イ 上記認定のとおり、生徒指導提要では、生徒の自死の可能性が触れられてい

るほか、マニュアルでは、子供の自死が深刻な状況にあることや少なくない割10 

合の教師が生徒の自死や自死未遂に遭遇したことがあることなどが具体的な

データを伴って紹介されている。さらに、文部科学省や鹿児島県教育委員会か

らは、児童生徒の自死予防にかかる取り組みに関する通知が発出されている

ところである。 

また、指導死に限定してみても、平成２５年１月頃から始まった大阪桜宮高15 

校の体罰自死事件報道をきっかけとして、指導死という言葉は広く使われる

ようになったこと、教育評論家のＫがまとめたところによれば、平成元年から

令和４年３月までの間に教員の生徒に対する指導を契機として生徒が自死（（未

遂を含む。）したことが窺われる事案が、全国で少なくとも１０８件（本件を

含む。）あることは上記認定のとおりである。 20 

そうすると、教育現場においては、生徒の自死や指導死は、起こり得る可能

性があるとの認識は共有されていたものといえる。 

ウ もっとも他方において、子供の自死の実態は深刻ではあるものの、原因が特

定されてない場合が少なくなく、大人には信じられないような些細なきっか

けで自ら命を絶つこともあると指摘されている。教育評論家のＫが指導死に25 

ついてまとめたところをみても（甲２０）、ある程度継続的に厳しい指導がさ



れていた事案が多い一方、単発の指導が自死のきっかけとなったものもある

ほか、自死のきっかけとなった指導の程度や内容、必要性等は多様であり、何

らかの類型化や基準化ができるとまでは言い難い。令和４年１２月に文部科

学省から公表された生徒指導提要（甲１２）には、教職員による不適切な指導

等が児童生徒の不登校や自死のきっかけになる場合があるとの記載はあるが、5 

抽象的な指摘にとどまる上、発行されたのは本件事件後である。 

もとより、教員の指導に対しては、生徒が改善の契機と前向きに受け止める

か、逆に否定的評価を受けたと後ろ向きに受け止めるか、指導に対してどのよ

うな感情を抱くか等は、生徒の内面の精神活動に関するものである上、当該生

徒の性格やその時点における精神状態、当該教員との関係性、生徒が置かれて10 

いる状況等によっても異なるから、これを外部から的確に把握し、予見するこ

とは不可能である。 

このようにしてみると、指導によって生徒が自死に至る可能性を完全に排斥

することはできない一方、どのような指導をすれば生徒が自死に至る可能性

があるか、その可能性はどの程度かを具体的に見通すことは困難と言わざる15 

を得ない。他方で、生徒に対する指導が教育上必要であることは否定できず、

生徒に精神的負荷を与えずに指導を終えることもできない。 

エ 以上のような状況に照らせば、起こり得る可能性として生徒の自死や指導

死が想定されなくはないことや、不適切な指導等が生徒の自死のきっかけと

なり得ることが一般的に認識されていたことのみをもって予見可能性がある20 

ということはできず、生徒の自死の予見可能性があるというためには、指導自

体が執拗であるとか、暴力を伴う、強度の人格否定を伴うなど、当該生徒に重

大な精神的苦痛を与えるものであることが明らかである場合や、生徒が精神

的に不安定であるとか、自死の危険因子が複数みられる中で、それらに配慮す

ることなく指導を繰り返したような場合に限られると解するのが相当である。 25 

本件についてみると、本件指導は、宿題を忘れた生徒に対する指導として必



要性はある上、その指導が長時間に及ぶものとは認められない。本件個別指導

において、Ｙ教諭は大声を出したものの、それ自体、２、３回にすぎないほか、

指導は、職員室において行われているものの、他の生徒の面前と異なり生徒の

羞恥心を著しく掻き立てるものとはいえない。威圧性という側面だけでみれ

ば、他の教員の目があるため、抑制的にならざるを得ないとの評価も可能であ5 

る。 

また、数学のプリント集を忘れた本件生徒に対し、なおも宿題の提出を求め、

どうすればいいかは自分で考えなさいと突き放すような対応をしたことは認

められるものの、そのやり取り自体は単発のやり取りである。当該指導は、不

可能を強いるものとして違法と評価し得るものの、当該指導が不可能を強い10 

るものとの認識を本件生徒が実際に有したかどうか（たとえば、プリント集の

再交付を受けることを試みたとか、その過程で数学の先生が欠勤しているこ

とを認識し、再交付を受けることを不可能と認識するような過程があったか）

等は不明であり、不可能を強いられたことをもって精神的に追い詰められた

とまでは認定できないし、仮にプリント集の提出が不可能と認識したとして15 

も、Ｙ教諭にその旨を説明して猶予を受ける等の余地があったことも否定で

きない。 

また、本件生徒には精神的に不安定な面があったとは認められず、自死の危

険因子が複数みられる等の事情もないことも踏まえれば、本件において、本件

生徒の自死について予見可能性があるとはいえない。 20 

オ なお、以上の点に関し、原告らは、Ｙ教諭が今までにも威圧的な指導をして

おり、本件生徒がそれによるストレスを蓄積していたと考えられること、夏休

み明けには生徒の自死が急増することが認識されていたことを挙げて、予見

可能性があると主張する。たしかにＹ教諭は威圧的な指導をしたことはある

ものの、本件生徒に対して過去に指導したのは３回にすぎず、それもそれぞれ25 

異なる時期に異なる理由による単発のものであって、その指導が特に厳しい



とか威圧的あるいは執拗なものであったとも認め難いことからすると、この

ようなＹ教諭の過去の指導からＹ教諭と本件生徒の間で特別な関係が形成さ

れていたとか、本件生徒の自死について予見できたとはいえない。 

夏休み明けに生徒の自死が急増することが認識されていた点については、文

部科学省初等中等教育局児童生徒課長による通知（甲４）や鹿児島市教育委員5 

会委員長による通知（甲２４）において、夏休み明けの生徒の自死が急増する

ことは指摘されているところである。もっとも、これらの通知は、このような

状況に向けた取組として、早期発見に向けた取組や集中的な見守り活動等を

することが考えられるなどとするものであり、教員の指導のあり方等につい

て何らかの指針を示すものとはいえない。そうすると、夏休み明けに本件指導10 

をすることを踏まえても、本件生徒の自死について予見できたとはいえない。 

カ 以上によれば、当時の指導死に関する周知状況や当日が夏休み明けの初日

であることを考慮しても、Ｙ教諭が本件生徒の自死を予見することができた

とは認められない。 

⑶ なお、原告らは、心理的負荷による精神障害の認定基準を用い、本件生徒は本15 

件個別指導によって心理的視野狭窄に陥ったところ、これらは自死の心理の典

型であり、これらの心理が働いた本件生徒が自死した本件事件については相当

因果関係が認められるべきであると主張する。 

しかし、認定基準は、「業務によりＩＣＤ―１０のＦ０からＦ４に分類される

精神障害を発病したと認められる者」が自死を図った場合に業務起因性を推定20 

するものである（甲１１・１０頁）であるところ、心理的視野狭窄はこれに該当

する精神障害ではなく、その他に本件生徒が自死までの間に精神障害を発症し

たとも認められないから、原告らの主張は採用できない。 

４ 争点３（校長の安全配慮義務違反）及び争点４（校長の予見可能性）について 

原告らは、校長は生徒指導に関する環境を整える義務に違反しており、安全配慮25 

義務があると主張する。 



そこで検討すると、校長は、Ｙ教諭が大声で指導することを認識していたほか、

校長自身が直接認識していなかったとしても、他の教員から確認するなどすれば、

Ｙ教諭が机を蹴ったりして指導をしていたことも確認し得たと認められる。校長

は、Ｙ教諭について、厳しい面もあるものの、けじめがあり、厳しいだけではなく

フォローをしていること、体育の先生であることもあって生徒が嘘をつくような5 

時には、大声で厳しい指導もやむを得ないと考えており、肯定的に捉えていたとこ

ろ、Ｙ教諭の指導に対しては、生徒の中からも肯定的な意見はあったし、教員に至

っては、全体的に見て好意的に捉えられていたものである。 

Ｙ教諭がしていた指導について、指導の必要性を欠くとまではいえず、少なく

とも本件当時、体罰を伴うような指導をしていたとは認められない。教員による10 

生徒の指導については、教育的観点から厳しい指導が求められる場面も想定さ

れるところ、Ｙ教諭の厳しい指導について、他の教員や保護者から特に問題視さ

れていたような状況も窺われない。 

そうすると、校長がＹ教諭について特に改善のための指導やその他の働きかけ

をしたとはいえないものの、これをもって、安全配慮義務に違反するとまではいえ15 

ない。 

５ 争点５（損害額）について 

⑴ 上記のとおり、Ｙ教諭及び校長が本件生徒の自死を予見することができたと

は認められないから、本件生徒が死亡したことを前提とした本件生徒及び原告

らの損害を認めることはできない。 20 

他方、Ｙ教諭による本件指導の内容、態様を考慮すれば、本件指導によって本

件生徒が精神的苦痛を被ったと認められる。上記に検討した本件の指導内容や

その他本件の一切の事情を総合すれば、かかる精神的苦痛の慰謝料として３０

万円を認めるのが相当であり、弁護士費用として３万円を認めるのが相当であ

る。 25 

⑵ なお、弁論の全趣旨によれば、日本スポーツ振興センターは、原告Ｘ１に対し、



災害共済給付金として２８００万円を給付したことが認められる。もっとも、こ

の給付は、違法な指導に対する精神的苦痛を填補する趣旨とは認められないか

ら、損害の算定に当たり考慮しない。 

６ 争点６（素因減額）について 

本件生徒につき、素因減額の対象となるような何らかの素因を有していたこと5 

を認めるに足りる証拠はない。また、上記５で判断した慰謝料は、Ｙ教諭の指導内

容から一般に想定される精神的苦痛を踏まえ算定したものであり、本件生徒が素

因等によって特に大きな精神的苦痛を被り、損害が拡大したこと等を前提とする

ものではない。したがって、素因減額によって公平を図る必要があるとは認められ

ない。 10 

第４ 結論 

以上によれば、原告Ｘ１の請求は、３３万円及び平成３０年９月３日から支払済

みまで年５パーセントの割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由がある。 

よって、主文のとおり判決する。 

      鹿児島地方裁判所民事第２部  15 

 

 

         裁判長裁判官   前  原  栄  智 

   

 20 

 

            裁判官   和  田  義  光 

   

 

 25 

            裁判官   小  泉  直  樹 



 


